
　

トータルコスト(A+B) 円 21,586,680 21,475,538 22,170,206 21,622,000 　

人工数(業務量) 人工 1.3437 1.4087 1.5995 1.5908

正職員従事人数 人 2 2 2

円

事業費計(A) 円 11,133,279 10,490,563 9,344,697

一般財源 円 11,133,279 10,482,463 9,344,697

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

地方自治法、町議会基本条例により、議会活動の支援、会議録の作成を行う。

・住民から見える「議会活動の評価」
　現状の自己評価に加え、第３者による評価手法を確立する。
「①町民等が理解しやすい評価方法を検討し、②特定の町民等を対象とした、③議会基本条例に基づく議会活動
の客観的評価」を、北大公共政策大学院と連携して構築する。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円 8,100

事務事業名 議会運営活動事業
所属
部門 議会事務局 総務係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 10,453,401

8,995,152

8,995,152

2

10,984,975 12,825,509 12,626,848

12,531,000

12,531,000

地方債

　

2022年度

10,277,000

10,277,000

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

トータルコスト(A+B) 円 12,077,899 9,261,859 5,091,243 2,010,148 　

2

人工数(業務量) 人工 1.2164 0.8404 0.2006 0.1877

正職員従事人数 人 2 2 2

円

事業費計(A) 円 2,614,836 2,708,460 3,482,742

一般財源 円 2,384,950 2,478,095 3,211,647

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

議員への情報提供、資料収集及び各種行事等の日程調整を行う。

　地方自治法に基づき設置している議会であることから、今後においても本事務事業を継続していく必要がある。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円 229,886 230,365 271,095

事務事業名 議会活動等補助事業
所属
部門 議会事務局 総務係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 9,463,063

520,294

520,294

2

6,553,399 1,608,501 1,489,854

799,000

799,000

地方債

　

2022年度

799,000

799,000

2

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

2022年度

3,113,000

3,113,000

2

　

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 5,357,786

2,890,266

2,890,266

2

1,800,547 3,498,449 2,697,929

3,113,000

3,113,000

地方債

事務事業名 議会広報発行事業
所属
部門 議会事務局 総務係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

審議結果、一般質問の内容、議会の活動等を町民に情報提供し、分かりやすく開かれた議会を目指す。

議会活動の情報を「議会だより」だけではなく、議会ホームページやＳＮＳから得ている町民が増えてきている。今
後は、広報誌とホームページ、ＳＮＳの使い分け等を検討し、情報提供の方法を更に充実させる必要がある。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

円

事業費計(A) 円 2,741,067 3,124,666 2,948,131

一般財源 円 2,741,067 3,124,666 2,948,131

　

トータルコスト(A+B) 円 8,098,853 4,925,213 6,446,580 5,588,195 　

2

人工数(業務量) 人工 0.6887 0.2309 0.4363 0.3399

正職員従事人数 人 2 2 2

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

トータルコスト(A+B) 円 588,026 601,987 750,802 1,000,446 　

2

人工数(業務量) 人工 0.0144 0.0159 0.0218 0.0536

正職員従事人数 人 2 2 2

円

事業費計(A) 円 476,000 478,000 576,000

一般財源 円 476,000 478,000 576,000

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

全国町村議会議長会、北海道町村議会議長会、十勝町村議会議長会の会議等への参加

継続して事業を実施する。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

事務事業名 町村議会議長会参画事業
所属
部門 議会事務局 総務係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 112,026

575,000

575,000

2

123,987 174,802 425,446

569,000

569,000

地方債

　

2022年度

569,000

569,000

2

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

2022年度

0

0

2

　

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 992,672

0

0

2

435,126 249,374 481,008

0

0

地方債

事務事業名 議員会活動運営事業
所属
部門 議会事務局 総務係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

議員の親睦団体である議員会による研修会の開催及び議員相互の親睦行事を行う。

継続して事業を実施する。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

円

事業費計(A) 円 0 0 0

一般財源 円 0 0 0

　

トータルコスト(A+B) 円 992,672 435,126 249,374 481,008 　

2

人工数(業務量) 人工 0.1276 0.0558 0.0311 0.0606

正職員従事人数 人 2 2 2

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業



　

トータルコスト(A+B) 円 70,948,738 68,210,870 69,722,704 70,689,496 　

2

人工数(業務量) 人工 0.1370 0.0078 0.0280 0.1327

正職員従事人数 人 2 2 2

円

事業費計(A) 円 69,882,938 68,150,046 69,498,187

一般財源 円 69,882,938 68,150,046 69,498,187

町長公約
公約達成
年次

〔事業の概要・現状・課題〕

投
入
量

人
件
費

事
業
費

簡易シートを
選択した理由

地方自治法、芽室町議会議員報酬及び費用弁償条例に基づき事務を実行する。

・議員報酬等の検討
　①現状の議員・議会活動状況を調査・集約し、議員報酬等の適正化議論に向けた基礎資料とする。
　②議会改革諮問会議を設置し、議員報酬等に関する議論を開始する。
　③関係する議員研修会（町民公開）を開催し、報酬等議論のきっかけとする。
※次回改選に向けた取り組みとなる。

〔2021年度及び2022年度以降の方向性・課題の解決方法〕

内訳 単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

その他(使用料等) 円

事務事業名 議員報酬手当支給事務
所属
部門 議会事務局 総務係

2021 年度　（ 2020 年度実績　）事務事業マネジメントシート（簡易） 総合計画
施策番号

2021年度

国・道支出金 円

人件費計(B) 円 1,065,800

69,636,200

69,636,200

2

60,824 224,517 1,053,296

68,948,000

68,948,000

地方債

　

2022年度

68,948,000

68,948,000

2

　

予算を伴わない事業 計上予算が負担金・繰出金のみの事業

政策体系に結びつかない事業

法定受託事務

今後3年間で大きな変化が見込まれない事業


